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１．離職者訓練及び学卒者訓練における応募倍率

【 離職者訓練 】 （雇用・能力開発機構）

応募者数 入所者数 応募倍率

委託訓練 １６９，５１２ ９９，７３８ １．７倍

施設内訓練 ５５，６６２ ３２，８００ １．７倍

合計 ２２５，１７４ １３２，５３８ １．７倍

【 学卒者訓練 】 （雇用・能力開発機構）

注）専門課程活用型デュアルシステム及び普通課程を除く。

（平成１８年度実績）

応募者数 入所者数 応募倍率

専門課程 ３，７３８ ２，６１６ １．４倍

応用課程 ９６３ ８９５ １．１倍

合計 ４，７０１ ３，５１１ １．３倍

（平成１８年度実績）
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○ 職業能力開発大学校の学卒者訓練は、実技・実習を重視。
○ 実技・実習の総訓練時間に占める割合は約５３％（１，２年次で見た場合）。
○ 生産現場等の特に技能分野を担う人材を育成。

２．職業能力開発大学校の特徴（国立高等専門学校との比較）

職業能力開発大学校
(専門課程（２年制）に限る）

国立高等専門学校
（５年制）

目指すところ
（目的）

技術革新に対応できる高度な知識と技能・技術を
兼ね備えた技能者の養成（技能士補）

深く専門の学芸を教授し、職業に必要な能力を
育成（準学士）

対象者 高等学校卒業者 中学校卒業者

進路状況
(平成１８年度)

修了者数 2,462人
うち就職者 1,500人(60.9%)
うち進学者 928人(37.7%)
応用課程進学率 96.0%(36.2%)

一般大学等進学率 4.0%( 1.5%)
※(  %)は修了者数に占める割合

修了者数 8,931人
うち就職者 4,765人(53.4%)
うち進学者 3,977人(44.5%)

専攻科進学率 37.0%(16.5%)
一般大学等進学率 63.0%(28.1%)

※(  %)は修了者数に占める割合

就職希望者の
就職率

専門課程修了者のうち就職希望者の就職率
９８．４％

本科修了者のうち就職希望者の就職率
９２．７％

訓練科・学科
実習と技術・知識を併行して習得する実学融合
（生産現場と製造設備を取り入れた訓練環境）

幅広い基礎学力を身につける座学と工学実験などの
体験教育（教育用生産実習工場あり）

学生数(定員) ２，３８０人（１学年） ９，６８０人（１学年）

実習・実験時
間及び内容

総訓練時間数 2,808時間(１・２年次の２ヵ年)

うち実験・実習時間 1,476時間(52.6%)              
主に技能習得が目的

総教育時間数 2，160時間(４・５年次の２ヵ年)

うち実験・実習時間 810時間(37.5%)
主に理論の検証が目的

卒業制作・卒業試験 ものづくり（総合制作実習） 卒業研究

学費 ３９０，０００円（年額） ２３４，６００円（年額）
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職業能力開発大学校と国立高等専門学校の総訓練時間・取得単位の比較表

注１ 職業能力開発大学校専門課程の修了までの単位数 １５６単位 総訓練時間 ２，８０８時間

（中国職業能力開発大学校生産技術科の場合）

注２ 国立高等専門学校４・５年次における卒業に必要な単位数 ８４単位 総授業時間 ３，３７５時間

（宮城工業高等専門学校機械工学科の場合） （自学自習時間1，215時間含む）

注３ 職業能力開発大学校の1単位については１８時間で算出。国立高等専門学校については、授業形態に応じて1単位３０時間または
４５時間で算出。（登録出所：平成２０年度宮城工業高専シラバス）

○ 職業能力開発大学校の総訓練時間、実技・実習時間は、国立高等専門学校に比べ
ても相当長くなっている。（以下は２年間で比較した場合）

一般教育 系 基 礎 専 攻

学 科 学 科 実 技 学 科

実技･実習
単位小計

総単位
合計

１８ ２８ １４ ２８ ６８ ８２ １５６

学科 学科 演習 実習

教養科目 専 門 科 目 実技･実習
単位小計

総単位
合計国立高等専門学校

４，５年次(2年間)
１５ ４０ ２ ２７ ２７ ８４

実 技職業能力開発大学校
１，２年次(2年間)

比 較比 較

３７．５％８１０時間（※２）２，１６０時間（※１）国立高等専門学校

５２．６％１，４７６時間２，８０８時間職業能力開発大学校

総訓練時間に占める実技・実習
時間の割合実技・実習時間総訓練時間

※１ 総授業時間３，３７５ｈから自学自習時間１，２１５ｈを除いたもの
※２ 〃 １，００５ｈから 〃 １９５ｈ 〃
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（１） 離職者訓練（仕様書で示す要求水準：就職率が５０%以上となることを最低水準とし、就職率が７０%以上となることを目標）

（２） 在職者等のための訓練

各事業の実績について、それぞれ評価指標を設定し、それに基づき実績評価を行った。

３．雇用・能力開発機構における市場化テストの実施状況
（1）平成17年度 アビリティガーデンにおける職業訓練事業

（市場化テストモデル事業）に係る評価について
１ 事業概要

アビリティガーデンの施設・設備のうち、土日・夜間に未使用であるものを開放し、公共職業訓練（離職者訓練）
及び在職者等のための訓練について民間から企画を募集し、職業訓練を実施した。

（１） 離職者訓練（平成１７年７月から平成１８年３月まで）
受託事業者 ： （株）東京リーガルマインド、（株）日本医療事務センター

（２） 在職者等のための訓練（平成１７年７月から平成１８年３月まで）
受託事業者 ： アカデミーテンプ（株）、ＴＡＣ（株）

２ 評価指標

①訓練終了後3ヶ月時点での就
職率

②延べ訓練人時間当たりの経
費(円)

③受講者の受講後アンケート結果
（「役に立った」「どちらかと言えば役
に立った」と回答した人の割合）

（株）東京リーガルマインド 33.8% 336 90.7%

（株）日本医療事務センター 29.8% 771 96.7%

アビリティガーデン 71.3% 455 95.3%

①受講者の受講後アンケー
ト結果（「役に立った」「どち
らかと言えば役に立った」と
回答した人の割合）

②事業主に対する受講後
アンケート結果（「役に立っ
ている」「どちらかと言えば
役に立っている」と回答した
人の割合）

③延べ訓練人時間当た
りの経費(円)

④定員充足率

（株）アカデミーテンプ 98.5% 100.0% 2,639 23.1%

（株）TAC 89.0% 33.3% 2,415 9.4%

アビリティガーデン 97.5% 93.1% 2,012 63.8%



6

（１）離職者訓練

（２）在職者等のための訓練

３ 評価結果

４ 参考指標

（１）離職者訓練

・ 民間の受託者は仕様書で示す就職率の最低水準を下回っており、サービスの質が担保されているとは言えない状況。

・ 受講者満足度に大きな差はなく、経費についても、アビリティガーデンに比べてコスト削減効果は見られなかった。

・ 総合的には、アビリティガーデンが、最も重要とすべき指標である就職率で民間を大きく上回るなど、良好な実績であると評価。

・ ただし、実施時間帯が民間は土日・夜間、アビリティガーデンは平日日中であるなど、前提条件に大きな相違がある。

（２）在職者等のための訓練

・ 訓練実施以前の問題として、民間２受託者の定員充足率や訓練コース実施率が低く、予定された訓練の多くが実施に至らなかった。

・ 受講者の満足度については、アビリティガーデンと民間との間に顕著な差はない。一方、事業主への満足度については、民間側の

集計数が少ないため、比較は困難。

・ コストについては、アビリティガーデンが一番低くなっているが、民間受託者が受講生を十分に集められなかった点が要因

・ 総合的には、サービスの質は一定程度担保されているが、民間側の集客に大きな問題があった。民間２受託者は、「企業向け研修

は平日昼間の開講が望ましい」等としており、土日・夜間において在職者等のための訓練を実施することは困難。

①応募率 ②定員充足率 ③修了率
③-2就職による中退
者を除いた修了率

④中退率
④-２就職以外の
理由による中退率

（株）東京リーガルマインド 1.26倍 97.9% 60.6% 66.3% 39.4% 30.9%

（株）日本医療事務センター 0.91倍 60.4% 91.5% 92.2% 8.5% 7.7%

アビリティガーデン 2.34倍 105.1% 79.2% 96.0% 20.8% 3.3%

①応募率 ②コース実施率

（株）アカデミーテンプ 0.26倍 56.3%

（株）TAC 0.10倍 48.2%

アビリティガーデン 0.85倍 76.5%
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（１） 離職者訓練（仕様書で示す要求水準：就職率が５０%以上となることを最低水準とし、就職率が７０%以上となることを目標）

①訓練終了後3ヶ月時点で
の就職率

②延べ訓練人時間当たり
の経費

③就職者延べ訓練人時間
当たりの経費

④受講者の満足度（「役に立っ
た」「どちらかと言えば役に
立った」と回答した人の割合）

（株）東京リーガルマインド 61.2% 521円

417円

469円

917円 99.0%

（株）日本医療事務センター 54.8% 793円 99.3%

アビリティガーデン 79.7% 626円 96.2%

（２） 在職者等のための訓練

①受講者の満足度（「役に
立った」「どちらかと言えば
役に立った」と回答した人
の割合）

②事業主に対する受講後アン
ケート結果（「役に立っている」
「どちらかと言えば役に立って
いる」と回答した人の割合）

③延べ訓練人時間当たり
の経費

④定員充足率

（株）東京リーガルマインド 100.0% - 6,581円 1.4%

アビリティガーデン 97.4% 92.9% 1,741円 79.5%

各事業の実績について、それぞれ評価指標を設定し、それに基づき実績評価を行った。

（2）平成18年度 アビリティガーデンにおける職業訓練事業
（市場化テストモデル事業）に係る評価について

１ 事業概要

アビリティガーデンの施設・設備のうち、土日・夜間に未使用であるものを開放し、公共職業訓練（離職者訓練）
及び在職者等のための訓練について民間から企画を募集し、職業訓練を実施した。

（１） 離職者訓練（平成１８年４月から平成１９年３月まで）
受託事業者 ： （株）東京リーガルマインド、（株）日本医療事務センター

（２） 在職者等のための訓練（平成１８年４月から平成１９年３月まで）
受託事業者 ： （株）東京リーガルマインド

２ 評価指標
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（１） 離職者訓練

・ 民間は仕様書で示す就職率の最低要求水準である50％を上回ったものの、仕様書で示す目標水準である70％を下回った。

・ 受講者満足度は民間及びアビリティガーデンとも高水準で大きな差はない。

・ 就職者延べ訓練人時間当たりの訓練経費は、アビリティガーデンの方が民間よりも安くなっている。

・ 総合的には、アビリティガーデンが、最も重視すべき指標である就職率で民間を大きく上回るなど、全体として高い実績をあげている。

・ ただし、実施時間帯が民間は土曜日と夜間、アビリティガーデンは平日日中であることや、訓練実施時間はアビリティガーデンが

民間よりも長いことなど、前提条件に大きな相違があることに留意が必要。

（２） 在職者等のための訓練

・ 評価以前の問題として、民間が充分な集客が出来ず、予定された訓練の多くが実施に至らなかった。

・ 受講者の満足度については、民間とアビリティガーデンともに高水準。ただし、民間のサンプル数は８人と極端に少ないことに留意

が必要。

・ 事業主の満足度については、アビリティガーデンは高水準。民間は対象者がいなかったため比較できない。

・ 訓練経費は、民間の定員充足率が著しく低かったことから民間の方がアビリティガーデンより大幅に高くなった。

・ ただし、実施時間帯が民間は平日夜間、アビリティガーデンは平日日中であるなど、前提条件に相違があることに留意が必要。

①応募率 ②定員充足率 ③修了率
④就職による中退
者を除いた修了率

⑤中退率
⑥就職以外の理
由による中退率

（株）東京リーガルマインド 2.01倍 94.7% 78.4% 91.6% 21.6% 7.2%

（株）日本医療事務センター 1.96倍 90.5% 94.7% 96.0% 5.3% 3.9%

アビリティガーデン 2.31倍 103.0% 76.6% 93.3% 23.4% 5.5%

（１）離職者訓練

（２）在職者等のための訓練

①応募率 ②コース実施率

（株）東京リーガルマインド 0.02倍 17.4%

アビリティガーデン 1.07倍 85.8%

３ 評価結果

４ 参考指標
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減
損

損
失

累
計
額

△
 2

6,
84
2,

80
5

26
,8
89

,3
23

,6
92

　
　
　

　
　

　
機

械
装

置
35

,9
74

,9
06

,7
08

　
　
　

　
　

　
　

減
価

償
却

累
計
額

△
 1
7,

57
9,

39
4,

63
2

18
,3
95

,5
12

,0
76

　
　
　

　
　

　
車

両
運

搬
具

68
9,
44

0,
58

8
　

　
　

　
　

　
　

減
価

償
却

累
計
額

△
 2
39

,6
71

,0
40

44
9,

76
9,

54
8

　
　
　

　
　

　
工

具
器

具
備

品
1,
59

1,
78
9,

14
5

　
　
　

　
　

　
　

減
価

償
却

累
計
額

△
 8
01

,5
93

,1
03

79
0,

19
6,

04
2

　
　
　

　
　

　
土

地
29
7,

77
2,

21
5,

16
7

　
　
　

　
　

　
建

設
仮

勘
定

22
7,

53
1,

89
5

　
　
　

　
　

　
　

　
  
  
 　

  
 有

形
固

定
資

産
合

計
72
4,

18
5,

77
3,

49
1

  
  
  

２
 無

形
固
定

資
産

　
　
　

　
　

　
電

話
加

入
権

3,
03

8

　
　
　

　
　

　
　

　
  
  
  

 　
 無

形
固

定
資

産
合

計
3,
03

8

  
  
  

３
 投

資
そ
の

他
の

資
産

　
　
　

　
　

　
投

資
有

価
証

券
99
8,

65
3,

22
2

　
　
　

　
　

　
破

産
更

生
債

権
等

9,
13

4,
75
7,

49
2

　
　
　

　
　

　
　

貸
倒

引
当

金
△

 8
,1
59

,1
82

,8
57

97
5,

57
4,

63
5

　
　
　

　
　

　
敷

金
23

2,
98
8,

04
0

　
　
　

　
　

　
債

券
発

行
差

金
87
0,

02
6,

25
0

　
　
　

　
　

　
　

  
  

  
  

　
　
投

資
そ

の
他

の
資

産
合

計
3,

07
7,

24
2,

14
7

　
　
　

　
　

　
　

　
  
　
  
  

  
固

定
資

産
合

計
72

7,
26

3,
01
8,

67
6

　
　
　

　
　

　
　

　
  
  
  

　
  
資

産
合

計
1,

73
7,

63
5,

68
4,

48
1

( 
平
成

１
９
年

 ３
月

 ３
１

日
 )



11負
債

の
部

　
Ⅰ
 流

動
負

債
  
  
  
  

一
年
以

内
返
済

予
定
の

長
期
借

入
金

15
7,
46
6,

65
6,
00

0
　
　
　
  

一
年
以

内
返
済

予
定
の

雇
用
・

能
力
開

発
債
券

13
5,
90
0,

00
0,
00

0
　
　
　
  

未
払
金

17
,1

01
,0
12

,8
97

　
　
　
  

未
払
費

用
43
3,

81
8,
35

7
　
　
　
  

未
払
消

費
税
等

2,
50
8,
00

0
　
　
　
  

短
期
リ

ー
ス
債

務
5,
08
5,

81
5,
65

4
　
　
  
　

前
受
金

3,
80
0,

26
2,
77

0
　
　
  
　

預
り
金

4,
47
5,

82
4,
20

4
　
　
  
　

引
当
金

　
　
  
　

　
賞
与

引
当
金

6,
14

9,
63
6

6,
14
9,
63

6
　
　
  
　

そ
の
他

の
流
動

負
債

42
1,

37
2,
43

8

　
　
　
　

　
　
　

　
　
　

　
　
　

流
動
負

債
合
計

32
4,
69

3,
41
9,

95
6

　
Ⅱ
 固

定
負

債
　
  
　
　

資
産
見

返
負
債

　
  

　
　

　
資
産

見
返
運

営
費
交

付
金

8,
09
3,
12

6,
16
8

　
  
　
　

　
資
産

見
返
補

助
金
等

7,
52
4,
91

8,
54
7

　
  
　
　

　
建
設

仮
勘
定

見
返
運

営
費
交

付
金

19
8,
84

5,
00
0

　
  
　
　

　
建
設

仮
勘
定

見
返
施

設
費

6,
25

8,
00
0

15
,8

23
,1
47

,7
15

　
  
　
　

雇
用
・

能
力
開

発
債
券

63
4,
80
0,

00
0,
00

0
　
  
　
　

長
期
借

入
金

22
,4

24
,9
16

,0
00

　
  
　
　

長
期
リ

ー
ス
債

務
7,
01
1,

68
6,
41

3
　
  
　
　

長
期
預

り
金

5,
08
4,

14
5,
14

7
　
  
　
　

引
当
金

　
　
  
　

　
退
職

給
付
引

当
金

27
6,
08

6,
35
6

27
6,

08
6,
35

6

　
　
　
　

　
　
　

　
　
　

　
　
　

固
定
負

債
合
計

68
5,
41

9,
98
1,

63
1

　
　
　
　

　
　
　

　
　
　

　
　
　

負
債
合

計
1,

01
0,
11

3,
40
1,

58
7

資
本

の
部

　
Ⅰ
 資

本
金

　
  
　
　

政
府
出

資
金

78
6,

76
7,
05

3,
45
5

　
  
　
　

地
方
公

共
団
体

出
資
金

34
2,
03

8,
30
9

　
　
　
　

　
　
　

　
　
　

　
　
　

資
本
金

合
計

78
7,
10
9,

09
1,
76

4

　
Ⅱ
 資

本
剰

余
金

　
　
  
　

資
本
剰

余
金

△
 3
,6
80

,9
58
,0

38
  
  
  
  

損
益
外

減
価
償

却
累
計

額
（
△

）
△
 7
2,

24
3,
02

0,
54
8

　
  
　
　

損
益
外

減
損
損

失
累
計

額
（
△

）
△

 1
,2
43

,2
05
,9

58
　
　
　
　

　
　
　

　
　
　

　
　
　

資
本
剰

余
金
合

計
△
 7

7,
16
7,

18
4,
54

4

　
Ⅲ
 利

益
剰

余
金

　
　
  
　

雇
用
促

進
融
資

業
務
積

立
金

3,
48
7,
98

3,
31
0

　
　
  
　

介
護
労

働
者
福

祉
業
務

積
立
金

87
7,
98

2,
44
8

　
　
  
　

宿
舎
等

勘
定
積

立
金

10
,2
50

,0
52
,1

05
　
　
  
　

積
立
金

6,
14
9,
57

4,
58
3

　
　
  
　

当
期
未

処
理
損

失
△

 3
,1
85

,2
16
,7

72
　
　
　
　

　
　
(う

ち
当
期
総

利
益

29
,6

05
,1
57

,8
86
 )

　
　
　
　

　
　
　

　
　
　

　
　
　

利
益
剰

余
金
合

計
17

,5
80
,3
75

,6
74

　
　
　
　

　
　
　

　
　
　

　
　
　

資
本
合

計
72
7,
52

2,
28
2,

89
4

　
　
　
　

　
　
　

　
　
　

　
　
　

負
債
資

本
合
計

1,
73
7,
63

5,
68
4,

48
1

賃
借

対
照

表
（
平
成
１
９
年
３
月
３
１
日
）
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損

 
 
益

 
 
計

 
 
算

 
 
書

(
法
人

全
体
)

(
単

位
：
 
円
)

経
常

費
用

　
業
務
費

　
　
人
件

費
3
6
,
1
1
3
,
2
7
4
,
0
0
4

　
　
業
務

委
託
費

2
9
,
6
2
1
,
9
6
9
,
5
5
9

　
　
訓
練

委
託
費

1
9
,
5
2
6
,
1
1
4
,
5
4
8

　
　
助
成

金
1
5
,
3
9
4
,
8
2
3
,
3
5
7

　
　
減
価

償
却
費

6
,
8
4
2
,
8
9
4
,
1
4
4

　
　
貸
倒

引
当
金

繰
入

9
5
3
,
4
3
0
,
3
7
2

　
　
そ
の

他
の
業

務
費

3
8
,
1
9
6
,
7
8
0
,
3
0
8

1
4
6
,
6
4
9
,
2
8
6
,
2
9
2

　
一
般
管

理
費

　
　
人
件

費
7
,
8
6
3
,
7
8
3
,
2
8
7

　
　
退
職

給
付
費

用
6
,
2
0
2
,
4
6
2

　
　
減
価

償
却
費

6
5
,
8
0
0
,
9
0
6

　
　
賞
与

引
当
金

繰
入

6
,
1
4
9
,
6
3
6

　
　
そ
の

他
の
一

般
管
理

費
2
,
0
6
2
,
0
4
8
,
5
3
0

1
0
,
0
0
3
,
9
8
4
,
8
2
1

　
財
務
費

用
　

　
支
払

利
息

1
0
,
0
8
9
,
2
0
5
,
6
2
4

　
　
債
券

発
行
差

金
償
却

3
1
7
,
2
1
8
,
0
0
0

1
0
,
4
0
6
,
4
2
3
,
6
2
4

　
雑
損

4
2
,
0
2
6

　
　
　
　

　
経
常

費
用
合

計
1
6
7
,
0
5
9
,
7
3
6
,
7
6
3

経
常

収
益

　
運
営
費

交
付
金

収
益

9
6
,
5
1
3
,
1
3
3
,
7
4
0

　
業
務
収

益
　

　
職
業

能
力
開

発
収
益

4
,
9
2
3
,
1
2
4
,
0
9
3

　
　
雇
用

相
談
業

務
等
収

益
1
3
3
,
7
0
3

　
　
雇
用

促
進
融

資
業
務

収
益

4
7
3
,
0
2
7
,
9
3
3

　
　
勤
労

者
財
産

形
成
業

務
収
益

1
3
,
6
6
9
,
1
6
5
,
9
5
7

　
　
宿
舎

等
業
務

収
益

4
1
,
7
5
8
,
5
2
9
,
4
4
6

6
0
,
8
2
3
,
9
8
1
,
1
3
2

　
受
託
収

益
1
,
2
4
8
,
1
6
4
,
0
6
7

　
補
助
金

等
収
益

3
6
,
2
9
1
,
5
2
7
,
8
8
6

　
施
設
費

収
益

1
7
3
,
1
3
8
,
7
3
0

　
貸
倒
引

当
金
戻

入
3
2
,
8
0
9
,
8
2
1

　
財
務
収

益
　

　
受
取

利
息

3
2
,
9
5
4
,
6
5
4

　
　
有
価

証
券
利

息
1
6
3
,
1
4
6
,
8
6
4

1
9
6
,
1
0
1
,
5
1
8

　
雑
益

8
9
3
,
0
5
1
,
0
8
0

　
　
　
　

　
経
常

収
益
合

計
1
9
6
,
1
7
1
,
9
0
7
,
9
7
4

　
　
　
　

　
経
常

利
益

2
9
,
1
1
2
,
1
7
1
,
2
1
1

臨
時

損
失

　
固
定
資

産
除
却

損
1
3
,
9
8
3
,
2
7
0

　
　
　
　

　
臨
時

損
失
合

計
1
3
,
9
8
3
,
2
7
0

臨
時

利
益

　
投
資
有

価
証
券

売
却
益

4
1
,
6
3
2
,
6
6
5

　
　
　
　

　
臨
時

利
益
合

計
4
1
,
6
3
2
,
6
6
5

当
期

純
利

益
2
9
,
1
3
9
,
8
2
0
,
6
0
6

目
的

積
立

金
取

崩
額

4
6
5
,
3
3
7
,
2
8
0

当
期

総
利

益
2
9
,
6
0
5
,
1
5
7
,
8
8
6

(
 
平

成
１
８

年
 
４
月
 
１
日

 
～

 
平

成
１
９

年
 
３
月
 
３
１
日

 
)
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キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

計
算

書

(
単

位
：

 
円

)

Ⅰ
　

業
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

　
　
 
 
 
 
 
業

務
費

及
び

一
般

管
理
費

に
よ

る
支

出
△

 
1
0
1
,
8
0
9
,
4
6
9
,
2
8
7

　
 
 
 
 
 
　
貸

付
に

よ
る

支
出

△
 
8
6
,
8
3
3
,
3
3
5
,
7
0
0

　
 
 
 
 
 
　
人

件
費

支
出

△
 
4
3
,
0
7
7
,
4
1
4
,
3
5
5

 
 
 
 
 
 
 
 
 
そ

の
他

預
り

金
支

出
△
 
7
3
4
,
2
5
6
,
4
0
5

　
　
 
 
 
 
 
運

営
費

交
付

金
収

入
8
6
,
1
5
3
,
3
0
3
,
0
0
0

　
　
 
 
 
 
 
受

託
収

入
1
,
9
3
9
,
1
0
0
,
9
6
0

　
 
 
 
 
 
　
補

助
金

等
収

入
3
8
,
7
8
8
,
2
0
7
,
0
0
0

　
 
 
 
 
 
 
 
補

助
金

等
の

精
算

に
よ
る

返
還

金
の

支
出

△
 
1
,
7
2
9
,
3
0
1
,
1
5
0

　
 
 
 
 
 
　
業

務
収

入
4
9
,
6
4
0
,
0
0
3
,
5
7
5

　
 
 
 
 
 
　
貸

付
金

の
回

収
に

よ
る
収

入
8
2
,
8
7
4
,
6
3
6
,
9
4
2

　
 
 
 
 
 
　
貸

付
金

利
息

収
入

1
3
,
8
8
1
,
1
7
0
,
1
5
2

　
 
 
 
 
 
　
そ

の
他

預
り

金
収

入
2
7
6
,
7
1
2
,
2
7
0

　
　
　

　
　

　
　
小

計
3
9
,
3
6
9
,
3
5
7
,
0
0
2

　
 
 
 
 
 
 
 
利

息
の

受
取

額
2
0
2
,
3
8
7
,
5
5
0

　
　
 
 
 
 
 
利

息
の

支
払

額
△

 
1
0
,
1
0
2
,
6
0
4
,
6
8
7

　
　
業

務
活

動
に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ
ロ

ー
2
9
,
4
6
9
,
1
3
9
,
8
6
5

Ⅱ
　

投
資

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

　
 
 
 
 
 
　
有

形
固

定
資

産
の

取
得
に

よ
る

支
出

△
 
8
,
5
4
4
,
6
3
8
,
8
7
9

　
 
 
 
 
 
　
有

形
固

定
資

産
の

売
却
に

よ
る

収
入

8
5
8
,
5
0
8
,
1
7
5

　
 
 
 
 
 
　
施

設
費

に
よ

る
収

入
1
,
5
5
6
,
7
5
7
,
2
4
6

　
 
 
 
 
 
 
 
施

設
費

の
精

算
に

よ
る
返

還
金

の
支

出
△

 
2
7
,
8
6
0
,
0
0
0

　
　
 
 
 
 
 
投

資
有

価
証

券
の

取
得
に

よ
る

支
出

△
 
3
8
7
,
5
9
9
,
9
8
8

　
 
 
 
 
 
　
投

資
有

価
証

券
の

満
期
償

還
に

よ
る

収
入

3
8
7
,
0
5
0
,
0
0
0

　
 
 
 
 
 
　
投

資
有

価
証

券
の

売
却
に

よ
る

収
入

1
2
,
0
3
3
,
0
0
1
,
9
4
1

　
 
 
 
 
 
　
定

期
預

金
等

の
増

減
額

△
 
1
3
,
2
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

　
 
 
 
 
 
　
敷

金
の

払
込

に
よ

る
支
出

△
 
2
,
8
2
7
,
9
6
0

　
 
 
 
 
 
　
敷

金
の

返
還

に
よ

る
収
入

9
1
,
7
1
6
,
0
8
4

　
　
投

資
活

動
に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ
ロ

ー
△

 
7
,
2
3
5
,
8
9
3
,
3
8
1

Ⅲ
　

財
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

　
 
 
 
 
 
 
 
債

券
の

発
行

に
よ

る
収
入

1
4
0
,
6
3
9
,
2
3
0
,
0
0
0

　
　
 
 
 
 
 
債

券
の

償
還

に
よ

る
支
出

△
 
1
5
0
,
8
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

　
 
 
 
 
 
　
長

期
借

入
れ

に
よ

る
収
入

1
5
4
,
6
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

　
　
 
 
 
 
 
長

期
借

入
金

の
返

済
に
よ

る
支

出
△

 
1
4
9
,
6
7
9
,
1
5
6
,
0
0
0

　
 
 
 
 
 
 
 
フ

ァ
イ

ナ
ン

ス
・

リ
ー
ス

債
務

の
返

済
に

よ
る
支

出
△

 
6
,
3
5
2
,
1
9
8
,
6
2
7

　
　
 
 
 
 
 
政

府
出

資
の

払
戻

に
よ
る

支
出

△
 
6
4
0
,
9
1
5
,
5
5
3

　
　
財

務
活

動
に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ
ロ

ー
△

 
1
2
,
2
3
3
,
0
4
0
,
1
8
0

Ⅳ
　

資
金

増
加

額
1
0
,
0
0
0
,
2
0
6
,
3
0
4

Ⅴ
　

資
金

期
首

残
高

5
8
,
0
6
1
,
6
9
9
,
4
5
7

Ⅵ
　

資
金

期
末

残
高

6
8
,
0
6
1
,
9
0
5
,
7
6
1

(
法
人

全
体

)

(
 
平

成
１
８

年
 
４

月
 
１

日
 
～

 
平
成

１
９

年
 
３

月
 
３

１
日

 
)
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行

政
サ

ー
ビ

ス
実

施
コ

ス
ト

計
算

書
(法

人
全

体
)

(単
位
：
 円

)

Ⅰ
 
業

務
費

用

　
　
(1
) 

損
益
計

算
書
上

の
費
用

　
　
　
　

業
務
費

14
6,

64
9,
28

6,
29
2

　
　
　
　

一
般
管

理
費

10
,0

03
,9
84

,8
21

　
　
　
　

財
務
費

用
10
,4

06
,4
23

,6
24

　
　
　
　

雑
損

42
,0
26

　
　
　
　

臨
時
損

失
13
,9
83

,2
70

16
7,
07

3,
72
0,
03

3

　
　
(2
) 

(控
除

)自
己
収

入
等

　
　
　
　

業
務
収

益
△
 6
0,

82
3,
98

1,
13
2

　
　
　
　

受
託
収

益
△
 1

,2
48
,1

64
,0
67

　
　
　
　

貸
倒
引

当
金
戻

入
△

 3
2,
80

9,
82
1

　
　
　
　

財
務
収

益
△
 1

96
,1

01
,5
18

　
　
　
　

雑
益

△
 8

93
,0

51
,0
80

　
　
　
　

臨
時
利

益
△

 4
1,
63

2,
66
5

△
 6
3,
23
5,

74
0,
28

3

　
　
業
務

費
用
合

計
10
3,
83

7,
97
9,

75
0

Ⅱ
 
損

益
外

減
価

償
却

相
当

額
　

　
損
益

外
減
価

償
却
相

当
額

20
,5

76
,6
80

,7
50

　
　
損
益

外
固
定

資
産
除

売
却
相

当
額

5,
65
2,
38

6,
34
1

26
,2
29

,0
67
,0

91

Ⅲ
 
損

益
外

減
損

損
失

相
当

額
1,
77

9,
76
9,

60
1

Ⅳ
 
引

当
外

退
職

給
付

増
加

見
積

額
△

 4
,2
84

,1
27
,4

23

Ⅴ
 
機

会
費

用
　

　
政
府

出
資
又

は
地
方

公
共
団

体
　

　
出
資

等
の
機

会
費
用

11
,9

39
,2
13

,4
01

　
　
機
会

費
用
合

計
11
,9
39

,2
13
,4

01

Ⅵ
 
行

政
サ

ー
ビ

ス
実

施
コ

ス
ト

13
9,
50

1,
90
2,

42
0

( 
平
成
１

８
年
 ４

月
 １

日
 ～

 平
成
１

９
年
 ３

月
 ３

１
日
 )
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（
法

人
全

体
）

重
要
な
会

計
方

針

　
１
．
運

営
費

交
付

金
収

益
の
計

上
基

準
　

　
　
費

用
進

行
基

準
を

採
用
し

て
お

り
ま

す
。

　
２
．
た

な
卸

資
産

の
評

価
基
準

及
び

評
価

方
法

　
　
　
た

な
卸

資
産

の
評

価
基
準

及
び

評
価

方
法

は
先
入

先
出

法
に

よ
る

原
価

法
を
採

用
し

て
お

り
ま

す
。

　 　
３
．
減

価
償

却
の

会
計

処
理
方

法
　

　
　
　
有

形
固

定
資

産
の

減
価
償

却
の

方
法

に
つ

い
て

は
、
定

額
法

を
採

用
し

て
お
り

ま
す

。
　

　
　
な

お
、

主
な

資
産

の
耐
用

年
数

は
以

下
の

と
お

り
で
あ

り
ま

す
。

　
　
　
　

　
建

物
　

　
　

　
　
　

 
　

　
　
　

　
1
0
～
5
0
年

　
　
　
　

　
構

築
物

 
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
 
6
～
5
0
年

　
　
　
　

　
機

械
装

置
　

　
　
　

　
 
　
　
　

　
 
4
～
1
7
年

　
　
　
　

　
車

両
運

搬
具

　
　
　

　
　

　
　

　
 
 
4
～
 
6
年

　
　
　
　

　
工

具
器

具
備

品
　
　

　
　

　
　

　
　

2
～
2
0
年

　
　
　
ま

た
、

特
定

の
償

却
資
産

（
独

立
行

政
法

人
会
計

基
準

第
8
6
）
の

減
価

償
却
相

当
額

に
つ

い
て

は
、

　
　
損
益

外
減

価
償

却
累

計
額
と

し
て

資
本

剰
余

金
か
ら

控
除

し
て

表
示

し
て

お
り
ま

す
。

　
４
．
貸

倒
引

当
金

の
計

上
基
準

　
　
　
債

権
の

貸
倒

れ
に

よ
る
損

失
に

備
え

る
た

め
、

一
般
債

権
に

つ
い

て
は

貸
倒
実

績
率

に
よ

り
、

貸
倒

　
 
 
懸
念

債
権

等
特

定
の

債
権
に

つ
い

て
は

個
別

に
回
収

可
能

性
を

検
討

し
、

回
収
不

能
見

込
額

を
計

上
し

 
　

 
て
お

り
ま

す
。

　
５
．
賞

与
引

当
金

の
計

上
基
準

　
　
（
１

）
宿

舎
等

勘
定

以
外
の

勘
定

　
　
　
　

　
賞

与
に

つ
い

て
は
、

運
営

費
交

付
金

等
で

国
か
ら

財
源

措
置

が
な

さ
れ
る

た
め

賞
与

に
係

る
引

 
 
 
　
 
 
 
当
金

は
計

上
し

て
お
り

ま
せ

ん
。

　
　
（
２

）
宿

舎
等

勘
定

　
　
　
　

　
職

員
に

対
し

て
支
給

す
る

賞
与

の
支

出
に

充
て
る

た
め

、
支

給
見

込
額
の

う
ち

当
期

に
帰

属
す

 
 
 
　
 
 
 
る
額

を
計

上
し

て
お
り

ま
す

。

　
６
．
退

職
給

付
に

係
る

引
当
金

及
び

見
積

額
の

計
上
基

準

　
　
（
１

）
宿

舎
等

勘
定

以
外
の

勘
定

　

 
 
 
　
 
 
 
 
 
退

職
一

時
金

に
つ
い

て
は

、
運

営
費

交
付

金
等
で

国
か

ら
財

源
措

置
が
な

さ
れ

る
た

め
退

職
給

 
 
 
 
　
 
 
付
に

係
る

引
当

金
は
計

上
し

て
お

り
ま

せ
ん

。

　
　
　
　

　
厚

生
年

金
基

金
か
ら

支
給

さ
れ

る
年

金
給

付
に
つ

い
て

は
、

運
営

費
交
付

金
等

の
国

か
ら

の
財

 
 
 
 
　
 
 
源
措

置
に

よ
り

厚
生
年

金
基

金
へ

の
掛

金
及

び
年
金

基
金

積
立

不
足

額
に
関

し
て

措
置

が
な

さ
れ

 
 
 
 
　
 
 
る
た

め
、

退
職

給
付
に

係
る

引
当

金
は

計
上

し
て
お

り
ま

せ
ん

。

　
　
　
　

　
な

お
、

行
政

サ
ー
ビ

ス
実

施
コ

ス
ト

計
算
書

に
お

け
る

引
当

外
退

職
給
付

増
加

見
積

額
は

、
独

 
 
　
 
 
 
 
立
行

政
法

人
会

計
基
準

第
3
8
に
基

づ
き

計
算

さ
れ
た

退
職

一
時

金
及

び
厚
生

年
金

基
金

か
ら

支
給

 
 
 
　
 
 
 
さ
れ

る
年

金
給

付
に
係

る
退

職
給

付
引

当
金

の
当
期

増
加

額
を

計
上

し
て
お

り
ま

す
。

 
 
　
（
２

）
宿

舎
等

勘
定

　
　
　
　

　
職

員
の

退
職

給
付
に

備
え

る
た

め
、

当
該
事

業
年

度
末

に
お

け
る

退
職
給

付
債

務
及

び
年

金
資

 
 
 
 
　
 
 
産
の

見
込

額
に

基
づ
き

計
上

し
て

お
り

ま
す

。

　
　
　
　

　
数

理
計

算
上

の
差
異

は
、

各
事

業
年

度
の

発
生
時

に
お

け
る

職
員

の
平
均

残
存

勤
務

期
間

に
よ

 
 
 
 
　
 
 
る
定

額
法

に
よ

り
按
分

し
た

額
を

そ
れ

ぞ
れ

発
生
の

翌
事

業
年

度
か

ら
費
用

処
理

す
る

こ
と

と
し

 
 
 
 
　
 
 
て
お

り
ま

す
。

　
７
．
有

価
証

券
の

評
価

基
準
及

び
評

価
方

法

　
　
　
満

期
保

有
目

的
債

券

　
　
　
　

償
却

原
価

法
（

定
額
法

）

　
８
．
債

券
発

行
差

金
の

償
却
方

法

　
　
　
債

券
発

行
差

金
は

、
債
券

の
償

還
期

間
に

わ
た

っ
て
償

却
し

て
お

り
ま

す
。
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９

．
行
政
サ
ー
ビ
ス
実
施

コ
ス
ト
計
算
書
に
お
け

る
機
会
費
用
の
計
上

方
法

　
　

 
 
政
府
出
資
又
は
地
方

公
共
団
体
出
資
等
の
機

会
費
用
の
計
算
に
使
用

し
た
利
率

　
　

　
　
1
0
年
利
付
国
債
の

平
成
1
9
年
3
月
末
利
回
り
を
参
考
に

1
.
6
5
0
％
で

計
算
し
て
お
り
ま
す

。

　
1
0
．
リ
ー
ス
取
引
の
処
理

方
法

　
　

　
リ
ー
ス
料
総
額
が
3
0
0
万
円
以
上

の
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
・
リ

ー
ス
取
引
に
つ
い
て
は

、
通
常
の
売
買
取

　
　

引
に
係
る
方
法
に
準
じ

た
会
計
処
理
に
よ
っ
て

お
り
ま
す
。

　
　

　
リ
ー
ス
料
総
額
が
3
0
0
万
円
未
満

の
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
・
リ

ー
ス
取
引
に
つ
い
て
は

、
通
常
の
賃
貸
借

　
　

取
引
に
係
る
方
法
に
準

じ
た
会
計
処
理
に
よ
っ

て
お
り
ま
す
。

　
1
1
．
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ

ー
計
算
書
に
お
け
る
資

金
の
範
囲

　
　

　
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ

ー
計
算
書
に
お
け
る
資

金
は
、
手
許
現
金
、
随

時
引
き
出
し
可
能
な

預
金
か
ら

　
　

な
っ
て
お
り
ま
す
。

　
1
2
．

消
費

税
等

の
会

計
処

理

　
　

　
消
費
税
等
の
会
計
処

理
は
、
税
込
方
式
に
よ

っ
て
お
り
ま
す
。

　
1
3
．
重
要
な
会
計
方
針
の

変
更
　

　 　 　 　 　 注
記

事
項

　
〔

貸
借
対
照
表
関
係
〕

　
　

運
営
費
交
付
金
等
の
国

か
ら
の
財
源
措
置
か
ら

充
当
さ
れ
る
べ
き
退
職

給
付
の
見
積
額

　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
９
０
，

０
７
５
，
３
６
３
，

４
２
２
円

　
〔

損
益
計
算
書
関
係
〕

　
　

・
業
務
費
　
人
件
費
の

内
訳

　
　

　
　
給
与
お
よ
び
手
当

　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
３
０
，

７
４
３
，
４
４
５
，

１
２
８
円

　
　

　
　
法
定
福
利
費
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
５
，

３
６
９
，
８
２
８
，

８
７
６
円

　
　

・
そ
の
他
の
業
務
費
の

う
ち
主
要
な
費
目
及
び

金
額

　
　

　
　
謝
金
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
６
，

２
６
５
，
１
８
３
，

７
８
２
円

　
　

　
　
租
税
公
課
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
５
，

０
９
０
，
５
１
７
，

６
８
９
円

　
　

　
　
雑
役
務
費
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
４
，

９
８
７
，
０
９
２
，

３
８
２
円

　
　

　
　
賃
借
料
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
３
，

８
５
３
，
７
０
５
，

９
４
０
円

　
　

・
一
般
管
理
費
　
人
件

費
の
内
訳

　
　

　
　
役
員
報
酬
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　

１
１
９
，
２
１
７
，

４
９
２
円

　
　

　
　
法
定
福
利
費
（
役

員
）
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
１
４
，
０
８
８
，

１
８
８
円

　
　

　
　
役
員
退
職
手
当
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
７
，
４
２
４
，

３
０
０
円

　
　

　
　
給
与
及
び
手
当
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
２
，

５
２
９
，
１
０
４
，

９
２
２
円

　
　

　
　
法
定
福
利
費
（
職

員
）
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　

４
５
３
，
６
３
２
，

２
８
５
円

　
　

　
　
退
職
手
当
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
４
，

７
４
０
，
３
１
６
，

１
０
０
円

 
 
円
が
貸
借
対
照
表
の
資

本
剰
余
金
の
控
除
項
目

と
し
て
計
上
さ
れ
る

と
と
も
に
、
損
益
外
減

損
損
失
相

 
 
当
額
１
，
７
７
９
，
７

６
９
，
６
０
１
円
が

行
政
サ
ー
ビ
ス
実
施
コ

ス
ト
計
算
書
に
計
上
さ

れ
て
お
り

 
 
法
人
会
計
基
準
研
究
会

、
財
務
省
 
財
政
制
度
等
審
議
会

 
財
政
制
度

分
科
会
 
法

制
･
公
会
計

部
会
公
企

　
　
当
事
業
年
度
よ
り
、

「
固
定
資
産
の
減
損

に
係
る
独
立
行
政
法
人

会
計
基
準
」
(
総
務
省
 
独
立
行
政

 
 
業
会
計
小
委
員
会
　
平

成
1
7
年
6
月

2
9
日
)
が

適
用
さ
れ
る
た
め
、
同

会
計
基
準
を
適
用
し
て

財
務
諸
表

 
 
を
作
成
し
て
お
り
ま
す

。
こ
れ
に
伴
い
、
損

益
外
減
損
損
失
累
計
額

１
，
２
４
３
，
２
０
５

，
９
５
８

 
 
ま
す
。
な
お
、
当
期

純
利
益
へ
の
影
響
は
あ

り
ま
せ
ん
。



17

　
　

・
そ
の

他
の
一

般
管

理
費
の

う
ち
主

要
な

費
目
及

び
金
額

　
　

　
　
雑

役
務
費

　
　

　
　
　

　
　
　

　
　

　
　
　

　
　
　

　
　
　

　
　

５
６
７

，
４
５

６
，

３
８
４

円

　
　

　
　
賃

借
料
　

　
　

　
　
　

　
　
　

　
　

　
　
　

　
　
　

　
　
　

　
　

５
６
６

，
３
１

７
，

９
９
７

円

　
　

　
　
通

信
運
搬

費
　

　
　
　

　
　
　

　
　

　
　
　

　
　
　

　
　
　

　
　

１
８
５

，
７
５

４
，

５
０
０

円

　
　

　
　
備

品
費
　

　
　

　
　
　

　
　
　

　
　

　
　
　

　
　
　

　
　
　

　
　

１
６
２

，
２
２

８
，

８
３
７

円

　
　

・
受
託

収
益
の

内
訳

　
　

　
　
政

府
受
託

収
入

　
　
　

　
　
　

　
　
　

　
　

　
　
　

　
　
　

１
，

２
０
９

，
７
３

５
，

１
８
４

円

　
　

　
　
民

間
団
体

等
受

託
収
入

　
　
　

　
　

　
　
　

　
　
　

　
　
　

　
　

　
３
８

，
４
２

８
，

８
８
３

円

　
　

・
投
資

有
価
証

券
売

却
益
は

、
一
般

勘
定

の
介
護

労
働
者

福
祉
事

業
の

廃
止
に

伴
う
政

府
出

資
金
の

返

　
　

還
に
備

え
る
た

め
、

投
資
有

価
証
券

（
国

債
）
を

売
却
し

た
こ
と

に
よ

り
発
生

し
た
も

の
で

あ
り
ま

す
。

　
〔

キ
ャ
ッ

シ
ュ
・

フ
ロ

ー
計
算

書
関
係

〕

　
１

．
資
金

の
期
末

残
高

と
貸
借

対
照
表

に
掲

記
さ
れ

て
い
る

科
目
の

金
額

と
の
関

係

　
　

　
　
現

金
及
び

預
金

勘
定
　

　
　
　

　
　
　

　
　

　
　
　

　
　
９

２
，

３
６
１

，
９
０

５
，

７
６
１

円

　
　

　
　
現

金
及
び

預
金

勘
定
の

う
ち
定

期
預

金
　
　

　
　
　

　
 
 
２

４
，

３
０
０

，
０
０

０
，

０
０
０

円

　
　

　
　
資

金
期
末

残
高

　
　
　

　
　
　

　
　
　

　
　

　
　
　

　
　
６

８
，

０
６
１

，
９
０

５
，

７
６
１

円

　
２

．
重
要

な
非
資

金
取

引
　

　
　

　
　
フ

ァ
イ
ナ

ン
ス

・
リ
ー

ス
に
よ

る
資

産
の
取

得
　
　

　
　
　

２
，

９
４
５

，
７
９

０
，

６
１
４

円

　
〔

減
損
損

失
関
係

〕

　
【

減
損
の

兆
候
に

関
す

る
事
項

】

　
　

当
事
業

年
度
に

お
け

る
減
損

の
兆
候

に
つ

い
て
は

以
下
の

と
お
り

で
す

。

　
１

．
兆
候

の
対
象

資
産

及
び
経

緯

用
途

種
類

雇
用

促
進

住
宅

土
地
、

建
物
等

　
　

　
雇
用

促
進
住

宅
に

つ
い
て

は
、
平

成
１

３
年
１

２
月
の

国
の
閣

議
決

定
に
よ

り
「
現

に
入

居
者
が

い
る

　
　

こ
と
を

踏
ま
え

た
早

期
廃
止

の
た
め

の
方

策
を
検

討
し
、

で
き
る

だ
け

早
期
に

廃
止
す

る
。

」
と
さ

れ
て

　
　

い
ま
す

。

　
　

　
当
機

構
で
は

、
今

後
１
５

年
間
で

雇
用

促
進
住

宅
を
譲

渡
・
廃

止
す

る
こ
と

を
決
定

し
、

譲
渡
等

業
務

　
　

を
進
め

て
い
る

と
こ

ろ
で
す

。

　
２

．
使
用

し
な
く

な
る

日

　
　

　
各
住

宅
ご
と

の
譲

渡
・
廃

止
の
時

期
は

、
今
後

譲
渡
交

渉
を
進

め
る

中
で
決

ま
っ
て

い
く

こ
と
と

な
り

　
　

ま
す
。

　
　

　
な
お

、
六
ヶ

所
村

宿
舎
に

つ
い
て

は
、

平
成
１

９
年
４

月
に
譲

渡
し

ま
し
た

。

　
３

．
使
用

し
な
く

な
る

日
に
お

け
る
帳

簿
価

額
、
回

収
可
能

サ
ー
ビ

ス
価

額
及
び

減
損
額

の
見

込
額

該
当

固
定
資

産
帳

簿
価
額

回
収
可

能
サ
ー

ビ
ス
価

額
減

損
額

の
見

込
額

土
地

 
 
 
４

０
，

２
４

３
，

１
４

５
円

建
物
等

 
１

５
４

，
３

３
３

，
７

５
４

円

　
　

　
な
お

、
そ
の

他
の

住
宅
（

当
事
業

年
度

の
期
末

帳
簿
価

額
：
土

地
２

３
８
，

０
８
０

，
０

６
２
，

１
８
６

円
、

　
　

建
物
等

２
１
８

，
５

８
３
，

０
７
８

，
９

４
５
円

）
に
つ

い
て
は

、
譲

渡
・
廃

止
の
条

件
・

時
期
が

個
別
に

　
　

決
定
す

る
ま
で

は
回

収
可
能

サ
ー
ビ

ス
価

額
及
び

減
損
額

の
見
込

額
を

算
出
す

る
こ
と

が
で
き

ま
せ

ん
。

場
所

青
森
県

六
ヶ
所

村
外

1
,
5
2
9
箇
所

六
ヶ

所
村

宿
舎

５
３

，
０

３
１

，
５

１
６
円

１
４

１
，
５

４
５

，
３

８
３

円
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【
減

損
の
認
識

に
関
す
る

事
項
】

　
　
　

当
事
業
年

度
に
お
い

て
、
以
下

の
と
お
り

減
損
損
失

を
計
上
し

て
お
り
ま

す
。

　
１
．

減
損
認
識

し
た
資
産

用
途

種
類

場
所

帳
簿
価

額

雇
用
促
進
住

宅
土
地
及

び
建
物
等

兵
庫
県
姫
路

市
外
１
０

件
１

，
６

６
７

，
０

４
４

，
６

２
３

円

事
業
主
等
の

行
う
職
業

訓
練

の
援
助
に

使
用
し
て

き
た

施
設

建
物
等

北
海
道
室
蘭

市
外
２
件

５
８

７
，

４
１

９
，

２
１

７
円

職
員

用
宿

舎
等

に
使

用
し

て
き
た
不
動

産
土
地
及

び
建
物
等

青
森
県
五
所

川
原
市

外
７
９
件

９
１

９
，

０
５

５
，

５
７

３
円

電
話
加
入
権

無
形
固

定
資
産

３
，
０
３
８

回
線

３
９
，

４
９

４
，

０
０

０
円

　
　
　

な
お
、
帳

簿
価
額
に

つ
い
て
は

、
当
事
業

年
度
の
期

首
の
価
額

を
記
載
し

て
い
ま
す

。

　
２
．

減
損
の
認

識
に
至
っ

た
経
緯

　
　
　

使
用
し
な

い
決
定
を

行
っ
た
こ

と
等
か
ら

減
損
を
認

識
し
ま
し

た
。

　
３
．

損
益
外
減

損
損
失
の

金
額

　
　
　

 
 
土
地
　

　
　
　
　

　
　
　
　

　
２
５
４

，
１
７
０

，
０
０
０

円
 

　
　
　

　
建
物
等

　
　
　
　

　
　
　
１

，
４
８
６

，
１
０
８

，
６
３
９

円

 
 
 
　
 
　
電
話
加

入
権
　
　

　
　
　
　

　
　
３
９

，
４
９
０

，
９
６
２

円
 
 
　
　

　
合
計
　

　
　
　
　

　
　
　
１

，
７
７
９

，
７
６
９

，
６
０
１

円

　
４
．

減
損
損
失

額
の
測
定

方
法

　
　
　

正
味
売
却

価
額
に
よ

り
測
定
し

、
不
動
産

鑑
定
評
価

額
等
に
よ

り
算
定
し

て
お
り
ま

す
。

　
〔
重

要
な
債
務

負
担
行
為

〕

　
　
　

該
当
す
る

事
項
は
あ

り
ま
せ
ん

。

　
〔
重

要
な
後
発

事
象
〕

　
　
　

一
般
勘
定

の
介
護
労

働
者
福
祉

事
業
に
つ

い
て
は
、

「
雇
用
保

険
法
等
の

一
部
を
改

正
す
る
法

律
」

　
　
（

平
成
１
９

年
法
律
第

３
０
号
　

平
成
１
９

年
４
月
２

３
日
）
附

則
第
１
０

７
条
に
よ

り
廃
止
さ

れ
ま

　
　
し

た
。
な
お

、
同
附
則

第
１
０
９

条
第
１
項

に
よ
り
、

平
成
２
０

年
３
月
３

１
日
ま
で

の
間
、
当

該
業

　
　
務

を
行
う
こ

と
と
さ
れ

て
お
り
ま

す
。

　
〔
区

分
経
理
〕

　
　
　

独
立
行
政

法
人
雇
用

・
能
力
開

発
機
構
法

第
1
3
条
及

び
附
則
第

4
条
第

6
項

に
基
づ
き

、
財
形
業

務
に

　
　
係

る
経
理
(
財
形

勘
定
)
、
宿
舎
等

業
務
に
係

る
経
理
(
宿
舎

等
勘
定
)
及
び
そ

の
他
の
業

務
に
係
る

経
理

　
　
(
一
般

勘
定
)
と
に
区
分

し
て
お
り

ま
す
。

　
〔
主

要
な
業
務

の
廃
止
等

〕

　
　
　

該
当
す
る

事
項
は
あ

り
ま
せ
ん

。
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５．平成１９年度雇用開発・能力開発業務に係る事業別経費内訳

施設整備費等
44億円

（3.4％）

職業能力開発関
係業務経費

626億円

（48.3％）

雇用開発関係業
務経費

186億円

（14.4％）

物件費
21億円

（1.6％）

人件費
418億円

（32.3％）

1,295億円

(単位：億円）

金額

一般管理費 439

人件費（給与等） 418

物件費（本部運営費等） 21

業務経費 812

186

626

44

1,295計

区分

施設整備費等

雇用開発関係業務経費
（雇用管理相談援助、助成金等）

職業能力開発関係業務経費
（離職者訓練、在職者訓練、指導員養成訓練等）


	第１回検討会質問事項関係資料����
	５．平成１９年度雇用開発・能力開発業務に係る事業別経費内訳

